
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

30.1.1 人 国　調 6.2 ％ 22.6 ％ 71.3 ％

29.1.1 人
22　年 1,624 人 6,255 人 19,245 人

増減率 ％ 国　調 6.0 ％ 23.1 ％ 71.0 ％

平成29年度 増減額

1. ① 21,615,511 △ 389,639 △1.8 ％

2. ② 21,176,128 △ 464,986 △2.1 ％

3. ③ 439,383 75,347 20.7 ％

4. ④ 47,718 △ 112,318 △70.2

5. ⑤ 391,665 187,665 92.0

6. ⑥ 187,665 390,558

7. ⑦ 8,768 3,401 63.4

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 700,000 △ 240,000 △25.5 ％

10. △ 503,567 633,959 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -

企適 -

企非 -

企非 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-
注）「企適」は、平成29年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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H29普通交付
税 種 地 区 分

Ⅱ－１

番号

Ⅱ4

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

94.6

4,560,660

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

3.1

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

6,048

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

625,814

0

497,000

249,000

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 －

1,104,324

1,444,849

313,996

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成28年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

14,443

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

60,652 人 27年国調
人

人
13,931

H29年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 202,893

△ 1,137,526

5,367

経 常 収 支 比 率

23,261,363

1,326,834

2,442,718

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 102.7

781,331

連 結 実 質 赤 字 比 率 －

実 質 公 債 費 比 率 3.6

健　全　化　判　断　比　率

940,000

 

22,005,150

59,661

60,124

△0.8

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

東 金 市

平  成  29 年  度

1,658
89.12

人口集中地区人口

22年国調

122131

第１次
61,751 680.6

対H28増減率

19,100 人

0.71

人

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

160,036

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

7,186,692

12,477,133

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 9,730,315

翌年度に繰り越すべき財源

21,641,114

0繰 上 償 還 金

△1.8

住民基
本台帳

204,000

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

364,036

22年

3,772

歳　　出

1,101,646

1,439,406

310,224

2,678

5,443

290,782

-

28,690

0

5,827

 11,338

543,905

歳　　入

（総収益）

8,925,790

 -

4,392,243

 11,338

549,732

ガス事業

公共下水道事業

農業集落排水事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

688,792

6,177

133,364

（総費用）

8,635,008

 -

4,363,553
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

35.1 ％ △ 2.8 ％ 7,188,830 3,607,340 17.0 ％ 0.5 ％ 3,314,787

1.2 △ 0.4 248,895 2,415,013 11.4 0.1

0.0 56.0 9,644 4,544,706 21.5 1.3 1,228,726

0.2 36.9 37,084 1,961,703 9.3 △ 2.1 1,377,345

0.2 117.3 43,357 元 金 1,749,475 8.3 △ 1.2 1,263,301

0.0 － 0 利 子 212,228 1.0 △ 9.0 114,044

0.0 － 0 0 0.0 － 0

4.8 4.4 1,036,036 10,113,749 47.8 0.3 5,920,858

0.3 △ 1.8 68,956

0.0 － 0 2,458,900 11.6 △ 1.2 1,725,739

0.5 48.4 198,279 0.9 △ 11.6 193,007

0.0 － 3,127,204 14.8 △ 6.0 1,540,564

0.1 5.5 30,852 1,333,860 6.3 △ 7.8

13.2 △ 12.0 120,000 0.6 0.0 0

11.7 △ 12.0 2,571,901 12.1 3.2 2,140,564

1.5 △ 12.2 18,590,033 87.8 △ 0.8 11,520,732

0.0 67.1

55.6 △ 4.0 11,298,605 130,824 0.6 △ 11.2

0.0 △ 3.3 8,971 1,120,114 5.3 △ 29.2

0.1 9.4 0 414,931 2.0 △ 53.7

1.3 1.0 60,973 705,183 3.3 2.9

0.6 1.1 0 0 0.0 －

13.8 △ 9.3 0 0.0 －

0.0 － 0 0 0.0 皆減

11.7 12.8 0 0.0 －

0.1 67.7 22,068 1,120,114 5.3 △ 30.8

0.1 55.1

4.5 △ 20.5 0 1,085,715 5.1 26.9

1.2 3.3 254,602 1.2 59.0

4.4 7.7 38 125,664 0.6 △ 54.2

6.6 25.2 0 0.0 －

0.0 － 21,176,128 100.0 △ 2.1

3.6 △ 3.3 4,167 0.0 △ 43.0

100.0 △ 1.8 11,390,655

0.0 △ 16.6

超過課税分収入済額 決算額

44.8 ％ △ 7.6 ％ 0 244,712 1.2 ％ 1.7 ％

所 得 割 35.8 2.0 0 2,004,366 9.5 △ 6.0

法 人 税 割 5.4 △ 44.2 0 7,650,261 36.1 △ 1.7

41.2 2.5 0 3,559,716 16.8 1.6

土 地 11.9 1.0 0 0 0.0 －

家 屋 21.2 3.0 0 936,531 4.4 21.3

償 却 資 産 8.1 3.3 0 264,009 1.2 △ 20.6

14.0 △ 1.7 0 1,483,663 7.0 △ 4.1

100.0 △ 2.8 0 1,150,262 5.4 19.3

△ 6.7 1,920,905 9.1 △ 17.4

0 0.0 皆減

97.4 ％ 19.0 ％ 88.8 ％ 1,961,703 9.3 △ 2.1

市 町 村 民 税 97.6 21.0 88.9 0 0.0 －

固 定 資 産 税 96.8 17.8 87.7 0 0.0 －

87.2 14.4 58.9 21,176,128 100.0 △ 2.1

H29決算額 地方債

1,035,872 161,500

216,400 850,700

175,397 0

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

道府県民税所得割臨時交付金 0

277,521

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分

0

0

596,851

156

44,897地籍調査事業 H29 175,397

H28～H32 850,856

地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター事業 H29 1,035,872

防災対策事業（防災行政無線デジタル化工事等） 0

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型東 金 市 Ⅱ－１

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H28増減率 構成比 対H28増減率区　　　　　分

99,004

物 件 費

68,956

0

義務的経費小計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

1,036,036

元 　利
償還金

補 助 費 等

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

12,023,621一　般　財　源　計

0

13,406

地 方 税

37,084

43,357

地 方 譲 与 税 248,895

9,644

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

7,586,496

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 99,004

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0

決算額区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

261,036

940,808

地 方 債

合　　　　　　　計

7,896

11,904

2,518,826

うち臨時財政対策債 781,300

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H28増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

30,852

21,615,511

構成比

特　　　 　　別

普　　　 　　通

分 担 金 及 び 負 担 金

2,991,466

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

1,423,500

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

979,674

投 資 的 経 費 小 計

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

136,407

2,863,297

8,971交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

2,535,947

経 常 的 経 費 小 計323,501

3,849

経 常 的 繰 出 金
2,535,947

27,264

278,628

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

積 立 金

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H28増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

3,395,295

2,715,955

災 害 復 旧 費

611,489

1,065,673

農 林 水 産 業 費

商 工 費

1,605,453

7,586,496

1,674,322

消 防 費

教 育 費

902,995

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

410,810

3,125,528

全体事業費の財源内訳

130,500

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

0


